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中間レビュー調査結果要約表中間レビュー調査結果要約表中間レビュー調査結果要約表中間レビュー調査結果要約表 

１．１．１．１．案件の概要案件の概要案件の概要案件の概要 

国名国名国名国名： 

パラオ共和国 

案件名案件名案件名案件名： 

サンゴ礁島嶼系における気候変動による危機とその対策 

プロジェクト 

分野分野分野分野：自然環境保全－生物多様性保全 援助形態援助形態援助形態援助形態：技術協力プロジェクト（科学技術協力） 

所轄部署所轄部署所轄部署所轄部署： 

地球環境部 森林・自然環境グループ 

自然環境第一チーム 

協力金額協力金額協力金額協力金額：約 3.4 億円 

国際協力機構（JICA）負担分のみであり、科学技術振興機構

（JST）負担分は含まない。 

先方関先方関先方関先方関係機関係機関係機関係機関： 

パラオ国際サンゴ礁センター（PICRC）、パラオ・コミュニ

ティカレッジ（PCC） 

協力期間協力期間協力期間協力期間： 

（R/D: 2013 年 2 月 14 日） 

2013 年 4 月～2018 年 3 月（5 年間） 

日本側協力機関日本側協力機関日本側協力機関日本側協力機関：国立大学法人琉球大学 

他の関連協力他の関連協力他の関連協力他の関連協力： 

【国際協力機構：JICA】 

� 無償資金協力プロジェクトによる PICRC の建設（2000 年） 

� 技術協力プロジェクト「国際サンゴ礁センター強化プロジェクト」（2002-2006 年） 

� 技術協力プロジェクト「サンゴ礁モニタリングセンター強化プロジェクト」（2009-2012 年） 

１－１１－１１－１１－１    協力協力協力協力の背景と概要の背景と概要の背景と概要の背景と概要 

サンゴ礁は海洋総面積の1％未満にもかかわらず、9万3,000種以上の生物が生息しており、生物多様

性が極めて高い海域である

1
。パラオ共和国（以下、「パラオ」と記す）は地球上で最も多くの造礁サン

ゴ種が生息する「コーラル・トライアングル」の一角に位置しており、同国のサンゴ礁生態系保全の

重要性は国際的に認識されている。パラオ政府は自然環境を利用した観光開発を経済的発展の主軸と

して位置づけており、サンゴ礁生態系の保全は重要な課題となっている。しかし、近年では土地開発・

観光利用の増加、気候変動の影響によるサンゴ礁生態系の損失が懸念されている。パラオの持続的な

社会経済開発の実現には、サンゴ礁島嶼生態系の維持管理に係る総合対策を立案・実践する必要があ

る。 

こうした背景から、パラオ政府はわが国に対し、琉球大学とPICRC（パラオ国際サンゴ礁センター）

を実施機関とする科学研究の協働推進及び人材育成を通じ、サンゴ礁島嶼生態系の維持管理に向けた

総合政策オプションを提言することを目的として、本プロジェクトを地球規模課題対応国際科学技術

協力（SATREPS）案件として要請し、承認された。本技術協力プロジェクトは2013年4月から開始され、

2018年3月までの5年間の予定で実施されている。 

１－２１－２１－２１－２    協力内容協力内容協力内容協力内容 

本プロジェクトはパラオにおいて、PICRCを対象に持続的社会経済開発の実現に向けて、サンゴ礁

島嶼生態系の維持管理に係る総合対策に係る計画策定能力及び実施能力の向上に寄与するものであ

る。 

 

(1) 上位目標：本プロジェクトの成果が、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の維持管理に係る政策の

立案・実施に活用される。 

(2) プロジェクト目標：パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系についての研究能力及び持続的な維持管理

能力が強化される。 

(3) 成果 

1) サンゴ礁島嶼域生態系・海洋環境に関する継続的なモニタリングに必要な科学的データシス

テムが整理される。 

2) 自然科学的・社会科学的な分析及び評価を通じ、気候変動影響下におけるサンゴ礁島嶼生態

系の持続的な維持管理に資する知見・課題が抽出される。 

3) サンゴ礁島嶼生態系の保全及び生物多様性と生態系サービスに対する住民の理解が広がる。 

                                            
1 http://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_hourei/pdf/sub7932b.pdf 
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4) サンゴ礁島嶼生態系の保全に必要な専門的技術・知見が共有され、人材が育成される。 

5) サンゴ礁島嶼生態系の保全に資する政策提言が行われる。 

 

(4) 投入（中間レビュー調査時点） 

日本側：総投入額 約 3.4 億円 

専門家派遣：短期専門家 12 名、長期専門家 1 名 

現地経費総額：0.2 億円 

 

パラオ側： 

カウンターパート（C/P）配置：20 名     

施設提供：PICRC 部内にプロジェクトチーム用執務室及び研究室 

モーターボート利用費：126,140 米ドル 

一般経費：195,427 米ドル 

（総額 321,567 米ドル） 

 

２．２．２．２．評価調査団の概要評価調査団の概要評価調査団の概要評価調査団の概要 

調査者調査者調査者調査者 ＜日本側＞ 

総括 神内 圭 JICA 地球環境部 森林・自然環境グループ 

自然環境第一チーム 課長 

協力企画 小峰 雪代 JICA 社会基盤・平和構築部 

国際科学技術協力室 調査役 

SATREPS

計画・評価 

安岡 義文 JST 国際科学技術部 研究主幹 

東京大学名誉教授 

SATREPS

計画・評価 

髙木 麻里 JST 国際科学技術部 調査員 

評価分析 望月 昭宏 株式会社アイコンズ 

 

＜パラオ共和国側＞ 

King Sam 保護区ネットワーク（PAN） 

Program Manager 

Steven Victor ネイチャーコンサーバンシー（TNC） 

Deputy Director 

Roxanne Blesam 環境品質保全委員会（EQPB） 

Executive Officer  
調査期間調査期間調査期間調査期間：2015 年 10 月 7 日〜2015 年 10 月 23 日 評価種類評価種類評価種類評価種類：中間レビュー調査 

３．３．３．３．評価結果の概要評価結果の概要評価結果の概要評価結果の概要 

３－１３－１３－１３－１    実績の確認（成果の達成状況及びプロジェクト目標達成の見込み）実績の確認（成果の達成状況及びプロジェクト目標達成の見込み）実績の確認（成果の達成状況及びプロジェクト目標達成の見込み）実績の確認（成果の達成状況及びプロジェクト目標達成の見込み） 

(1) 投入・活動実績投入・活動実績投入・活動実績投入・活動実績 

本プロジェクトは一部遅延を伴う活動も見受けられるものの、おおむね活動計画に沿って実施され

ている。促進要因として PICRC 側の強いオーナーシップとコミットメントが発揮され、プロジェク

トとの連携が円滑に行われている。他方、阻害要因として社会実装に向けた、自然科学部門と社会科

学部門の統合プロセスが確立していない。 

 

(2) 成果の達成状況成果の達成状況成果の達成状況成果の達成状況 

成果１：サンゴ礁島嶼域生態系・成果１：サンゴ礁島嶼域生態系・成果１：サンゴ礁島嶼域生態系・成果１：サンゴ礁島嶼域生態系・海洋環境に関する継続的なモニタリングに必要な科学的データシ海洋環境に関する継続的なモニタリングに必要な科学的データシ海洋環境に関する継続的なモニタリングに必要な科学的データシ海洋環境に関する継続的なモニタリングに必要な科学的データシ

ステムが整理される。ステムが整理される。ステムが整理される。ステムが整理される。 

成果 1 の達成度は「やや高い」と判断される。 

指標 1-a（各海域の総合情報データベースの運用・公開及び関係機関の政策反映）は部分的に達成

された。なお、データベースの公開に関しては論文発表後になる。 

指標 1-b（生物種リスト基本データ管理システムの開発・公開）は達成していない。生物種リスト

は完成したが、研究者と PICRC との合意がなされておらず一般公開には至ってない。 

指標 1-c（PICRC への環境ストレス実験装置の設置）は達成した。 
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指標 1-d（サンゴ礁生物モニタリング・プロトコルのパラオ国内で配布・活用）はほぼ達成してい

る。サンゴ礁生態系モニタリング・プロトコルは完成した。調査区と測線調査法についてのマニュア

ル及び画像データ処理に関するマニュアルが作成中である。 

指標 1-e に関して、遺伝子データベースは完成したが、公開は関連内容の論文発表後になる。 

 

成果成果成果成果2：：：：自然科学的・社会科学的な分析自然科学的・社会科学的な分析自然科学的・社会科学的な分析自然科学的・社会科学的な分析及び及び及び及び評価を通じ、気候変動影響下におけるサンゴ礁島嶼生評価を通じ、気候変動影響下におけるサンゴ礁島嶼生評価を通じ、気候変動影響下におけるサンゴ礁島嶼生評価を通じ、気候変動影響下におけるサンゴ礁島嶼生

態系の持続的な維持管理に資する知見・課題が抽出される。態系の持続的な維持管理に資する知見・課題が抽出される。態系の持続的な維持管理に資する知見・課題が抽出される。態系の持続的な維持管理に資する知見・課題が抽出される。 

成果 2 は部分的に達成した。中間レビュー調査時点までに 8 本の研究成果に関する論文、書籍が発

表された。その他の論文も国際学術誌への発表に向けて準備中である。他方、サンゴ礁の持続的維持

管理に関する方法論は開発されておらず、プロジェクト後半では社会実装に向けた具体的な計画の立

案が求められる。 

 

成果成果成果成果 3：：：：サンゴ礁島嶼生態系の保全サンゴ礁島嶼生態系の保全サンゴ礁島嶼生態系の保全サンゴ礁島嶼生態系の保全及び及び及び及び生物多様性と生態系サービスに対する住民の理解が広がる。生物多様性と生態系サービスに対する住民の理解が広がる。生物多様性と生態系サービスに対する住民の理解が広がる。生物多様性と生態系サービスに対する住民の理解が広がる。 

成果 3 は 2 つの指標ともに達成した。 

指標 3-a（プロジェクト活動に関する企画展示の実施）は達成された。プロジェクト開始後 2 年間

でポスターの作成及び PICRC 併設水族館の説明パネルがタッチパネルに改善され、来訪客の利便性

向上、プロジェクト活動の一般広報と活動内容の理解促進が実現した。 

指標 3-b（住民啓発を目的としたレクチャー・シリーズ及びワークショップの開催）は達成した。

住民啓発を目的としたセミナーがパラオで 3 回、日本で 1 回開催された。 

 

成果成果成果成果 4：サンゴ礁島嶼生態系の保全に必要な専門的技術・知見が共有され、人材が育成される：サンゴ礁島嶼生態系の保全に必要な専門的技術・知見が共有され、人材が育成される：サンゴ礁島嶼生態系の保全に必要な専門的技術・知見が共有され、人材が育成される：サンゴ礁島嶼生態系の保全に必要な専門的技術・知見が共有され、人材が育成される。。。。 

指標 4-a（PICRC スタッフによる分子生物学的実験・生理学的実験プロトコルの作成・公表）は達

成された。Fibox3 酸素計のマニュアルと実験プロトコル及び、水質計測プロトコルが PICRC と共有

された。 

指標 4-b（プロジェクト期間内に PICRC のスタッフが作成した論文が、査読付き国際学術誌に 1 件

以上受理される。）に関して、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）によって設定された

論文受理という形では目標が達成しない。ただし、パラオの各州事務所、PICRC、PCC、PAN におい

て環境保全に従事する職員に対するトレーニングが実施された。これは PDM では設定されていない

が、人材育成に関連する成果であると評価される。 

 

成果成果成果成果 5：サンゴ礁島嶼生態系の保全：サンゴ礁島嶼生態系の保全：サンゴ礁島嶼生態系の保全：サンゴ礁島嶼生態系の保全に資する政策提言が行われるに資する政策提言が行われるに資する政策提言が行われるに資する政策提言が行われる。。。。 

指標 5-a、指標 5-b、指標 5-c ともに達成していない。目標達成に必要となる活動の多くがプロジェ

クト後半に予定されている。 

 

(3) プロジェクト目標の達成状況プロジェクト目標の達成状況プロジェクト目標の達成状況プロジェクト目標の達成状況 

【プロジェクト目標】【プロジェクト目標】【プロジェクト目標】【プロジェクト目標】パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系についての研究能力パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系についての研究能力パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系についての研究能力パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系についての研究能力及び及び及び及び持続的な維持管持続的な維持管持続的な維持管持続的な維持管

理能力が強化される。理能力が強化される。理能力が強化される。理能力が強化される。 

中間レビュー調査時点におけるプロジェクト目標の達成見込みは「中程度」と判断される。特に指

標 3（気候変動適応策のための総合的政策オプションの提案）に関連する活動が遅れている。 

指標 1（パラオ側による継続的なモニタリング実施）は達成されつつある。プロジェクトにより

PICRC の現行モニタリング・プロトコルに組み込むための新しいコンポーネントが設計された。プロ

ジェクトの後半では、新コンポーネントを現行モニタリング制度にどのように組込むかに関して

PICRC と議論を経て決定する予定である。 

指標 2（開発されたデータ/情報ベースの継続的に管理・公開）は一部達成した。データ/情報ベース

は部分的に完成したものの、WEB を通じた公開は実現していない。公開できない理由として、シス

テムの構築の遅れと研究論文の未発表が要因である。プロジェクト終了時までにデータ/情報ベースが

完成し、一般公開されることが期待される。 

指標 3（気候変動適応策として持続可能な総合的政策オプションの提案）は達成していない。プロ

ジェクトは総合的な政策オプションについての議論は行っているが、中間レビュー調査時点において

素案は完成していない。 
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(4) 上位目標の達成状況（見込み）上位目標の達成状況（見込み）上位目標の達成状況（見込み）上位目標の達成状況（見込み） 

【上位目標】【上位目標】【上位目標】【上位目標】本プロジェクトの成果が、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の維持管理に係る政策本プロジェクトの成果が、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の維持管理に係る政策本プロジェクトの成果が、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の維持管理に係る政策本プロジェクトの成果が、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の維持管理に係る政策

の立案・実施に活用される。の立案・実施に活用される。の立案・実施に活用される。の立案・実施に活用される。 

プロジェクトによる政策代案がパラオ政府の気候変動適応策として採択されるためには、プロジェ

クト後半の早い時期に的確なステークホルダー、関係組織を特定し、具体的な活動計画のもと実施に

向けて準備を開始することが求められる。なお、連携機関として PAN と連絡を取り合っていること

は確認できたものの、上位目標の達成見込みを判断することは時期尚早である。 

 

３－２３－２３－２３－２    評価結果の要約評価結果の要約評価結果の要約評価結果の要約 

(1) 妥当性：高い妥当性：高い妥当性：高い妥当性：高い 

【【【【パラオパラオパラオパラオ共和国政府の政策との整合】共和国政府の政策との整合】共和国政府の政策との整合】共和国政府の政策との整合】 

本プロジェクトは、文化・環境の保全をしつつ経済的自立を目指すパラオ政府の開発政策「国家開

発マスター計画 2020」に合致している。また、アジア開発銀行の支援を受けながら策定された国家中

期開発政策「中期開発計画（2009～2014 年）」とも合致しており、パラオ政府の開発政策との整合性

が高い。 

 

【日本政府の政策との整合】【日本政府の政策との整合】【日本政府の政策との整合】【日本政府の政策との整合】 

わが国の「対パラオ共和国 国別援助方針（2012 年）」には、「環境保全と気候変動のコントロール」

が重点分野の一つとして位置づけられている。そのためわが国は、パラオの持続的な経済成長の実現

に向け、サンゴ礁生態系の保全活動を支援している。 

 

【受益者ニーズとの整合】【受益者ニーズとの整合】【受益者ニーズとの整合】【受益者ニーズとの整合】 

パラオ政府は、海洋保護区（MPA）の効果的な運用と申請、指定に係るシステムの構築を目的とし

たPAN法を2003年に定めている。しかしながら、モニタリング手順の整備など、MPAをPAN に登録

する体制が整っていないことから、JICA はMPA のモニタリング能力向上を目的とした技術協力プロ

ジェクト｢サンゴ礁モニタリング能力向上プロジェクト｣を先行案件として実施してきた。先行案件の

成果を生かしつつ、地元主導でサンゴ礁の保全を推進する体制の確立を目指す本プロジェクトは、パ

ラオが主体的に取り組んでいる内容と合致している。 

 

(2) 有効性：中程度有効性：中程度有効性：中程度有効性：中程度 

中間レビュー調査時点では、成果の達成を測る指標において一定の達成度が確認された。他方、成

果 1 から成果 4 を集約し、プロジェクト目標達成に重要な位置づけである成果 5 の達成に必要な活動

は、プロジェクト後半における実施が計画されている。今後、プロジェクト目標達成に向けて活動を

加速させていく必要がある。 

 

【プロジェクト目標の達成見込み】【プロジェクト目標の達成見込み】【プロジェクト目標の達成見込み】【プロジェクト目標の達成見込み】 

中間レビュー調査時点における活動の実施状況、成果の達成状況並びにプロジェクトを取り巻く環

境を踏まえると、プロジェクト終了時までにプロジェクト目標の確実な達成を見込むことは難しい。

特に成果 5 とプロジェクト目標の指標達成度が十分ではない。 

 

【プロジェク【プロジェク【プロジェク【プロジェクト目標と成果の因果関係】ト目標と成果の因果関係】ト目標と成果の因果関係】ト目標と成果の因果関係】 

本プロジェクトでは、モニタリングに必要なデータシステムの整備［成果 1］、気候変動影響下にお

けるサンゴ礁生態系の維持管理に資する知見・課題の抽出［成果 2］、生物多様性と生態系サービスに

対する住民の理解向上［成果 3］、サンゴ礁生態系の保全に必要な人材育成［成果 4］を産出する。そ

してこれら 4 つの成果に基づきサンゴ礁島嶼生態系の保全に資する政策提言［成果 5］を産出し、プ

ロジェクト目標（サンゴ礁島嶼生態系に関する研究能力及び維持管理能力の強化）が達成されるとい

うデザインになっている。このことにより各成果からプロジェクト目標にいたる因果関係は十分にあ

ると言える。 

 

【外部条件】【外部条件】【外部条件】【外部条件】 

プロジェクト目標達成に 2 つの外部条件が設定されている。1 つは「気候変動に対するパラオ政府

の政策が大きく変更しない」、もう 1 つは「PICRC におけるサンゴ礁島嶼の生態系に関するモニタリ
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ング用データベース構築に必要な予算が確保される」である。両者とも現在までのところ大幅な変更

が生じる可能性は低く、外部条件は満たされると見込まれる。 

 

(3) 効率性：やや高い効率性：やや高い効率性：やや高い効率性：やや高い 

【成果の達成状況】【成果の達成状況】【成果の達成状況】【成果の達成状況】 

PICRC 研究員の任命と作業員の雇用はプロジェクトの進展に大きく貢献をしている。また、本プロ

ジェクトにより提供された機材は、質・量ともにおおむね適切であり、プロジェクトチームの管理の

もと、PICRC 及び PCC に保管、活用されている。なお、成果の達成を計測する指標のうち、全く達

成していないものは、プロジェクト後半での活動が予定されている。 

 

【【【【他事業との連携他事業との連携他事業との連携他事業との連携】】】】 

青年海外協力隊員との連携により、PICRC 併設の水族館における説明モニターにタッチパネルを設

置し、操作性の向上を実現させ来館者に喜ばれている。 

 

(4) インパクト：中程度インパクト：中程度インパクト：中程度インパクト：中程度 

【上位目標の達成見込み】【上位目標の達成見込み】【上位目標の達成見込み】【上位目標の達成見込み】 

上位目標の達成には、プロジェクト目標及び成果 5 の達成が不可欠であるが、中間レビュー調査時

点では達成されていない。プロジェクト後半の早い段階で自然科学グループと社会科学グループの統

合プロセスが明確化、共有化され、成果 5 及びプロジェクト目標が達成すれば、上位目標の達成見込

みが高まる。 

 

【環境教育の普及】【環境教育の普及】【環境教育の普及】【環境教育の普及】 

プロジェクト開始時点より中間レビュー時点までに、10 名以上の PCC の学生が本プロジェクトの

アシスタントとして参加してきた。これらの学生はプロジェクトを通じて習得した知識、技術を PCC

が主催するエクステンションコース等を通じ高校生に教えており、パラオにおける環境教育の普及に

正のインパクトを与えている。 

 

【人材開発】【人材開発】【人材開発】【人材開発】 

本プロジェクトは PICRC の各州事務所スタッフ、PCC スタッフ、更に PAN スタッフに対する、環

境保全に関する能力強化に貢献している。加えて、若い研究者に対して国際共同研究という貴重な機

会の提供に貢献している。  

 

(5) 持続性：やや高い持続性：やや高い持続性：やや高い持続性：やや高い 

政策面、組織面及び技術面における持続性は高いと判断される。他方、財政面に関しては、一層の

強化が求められる。 

 

【政策面】【政策面】【政策面】【政策面】 

本プロジェクトは長期開発計画である「パラオ開発計画 2020」に合致していることに加え、パラオ

は他の 4 カ国のミクロネシア諸国とともにミクロネシア・チャレンジを宣言しており、ミクロネシア・

チャレンジの実施を積極的に支持することを目的とした PAN 基金を設立している。そのため政策面

における持続性は高いと判断される。 

 

【組織面】【組織面】【組織面】【組織面】 

PICRC はパラオにおけるサンゴ礁研究機関として環境保全を使命としていること、また本プロジェ

クトに参加している研究者は PICRC 専属の研究者であることから、組織面における持続性は「高い」

と判断される。 

 

【財政面】【財政面】【財政面】【財政面】 

財務面の持続性は、「中程度」と判断される。2010 年の予算削減を受け、研究分野を含む PICRC ス

タッフの離職が発生したことがある。予算削減措置は 2013 年まで継続されたのち、2014 年に削減前

の水準に回復した。PICRC では政府予算以外の収入を増加させるべく収入の多様化にも着手してお

り、併設水族館への来訪客による入場料収益の増加、また外部研究者向けの有料宿舎の建設に着手し
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ている。現時点ではこれら収入の多様化政策は具体的な成果を上げていないものの、財務面の強化に

積極的に取り組んでいる。 

 

【技術面】【技術面】【技術面】【技術面】 

技術面の持続性は「やや高い」と判断される。C/P は本プロジェクトを通じて論理面、実務面にお

ける十分な知識をフィールド調査とラボにおける活動を通じて習得している。他方、観光、環境経済

を通じて、サンゴ礁生態系を保全するための社会科学の分野はパラオにとっては新しい分野であり、

プロジェクト期間中に調査分析手法を確立することが求められる。 

 

３－３３－３３－３３－３    効果発現に貢献した要因効果発現に貢献した要因効果発現に貢献した要因効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること計画内容に関すること計画内容に関すること計画内容に関すること 

特になし 

 

(2) 実施プロセスに関すること実施プロセスに関すること実施プロセスに関すること実施プロセスに関すること 

1) C/P ののののオーナーシップとコミットメントオーナーシップとコミットメントオーナーシップとコミットメントオーナーシップとコミットメント 

PICRC はプロジェクトの開始当初より強いコミットメントを表明してきた。そのため PICRC は本

プロジェクトに人員、予算を優先的に割り振っている。さらに、本プロジェクトを通じて得られた

知見を若い世代に普及していくために、PCC と積極的な連携も行っている。 

2) 月例会議による情報共有月例会議による情報共有月例会議による情報共有月例会議による情報共有 

PICRC 総務部と専門家の月例会議の実施により、プロジェクトの進捗状況の確認、今後の予定、

必要な対応について共有がなされ時間的猶予をもった準備が可能となり、プロジェクトの円滑な実

施に貢献した。 

 

３－４３－４３－４３－４    問題点及び問題を惹起した要因問題点及び問題を惹起した要因問題点及び問題を惹起した要因問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること計画内容に関すること計画内容に関すること計画内容に関すること 

特になし 

 

(2) 実施プロセスに関すること実施プロセスに関すること実施プロセスに関すること実施プロセスに関すること 

1) 不明瞭な自不明瞭な自不明瞭な自不明瞭な自然科学部門と社会科学部門の統合プロセス然科学部門と社会科学部門の統合プロセス然科学部門と社会科学部門の統合プロセス然科学部門と社会科学部門の統合プロセス 

プロジェクト開始当初は社会科学分野を担当する研究者がアサインされなかった。このことによ

り社会科学部門の活動開始時期は自然分野の研究に比べて、実質 1 年程度遅れた。このため、自然

科学と社会科学の研究成果を統合していく方法論が中間レビューにおいても具体的に確立されてお

らず、プロジェクトの実施プロセスの阻害要因となった。 

 

３－３－３－３－５５５５    結論結論結論結論 

中間レビュー調査時点において完了していない活動があり、プロジェクト目標は達成していない。

これは活動計画（PO）に基づきプロジェクト後半に実施が予定されている活動も多いことによる。ま

た、プロジェクト目標の達成には自然科学分野と社会科学分野の統合プロセスが明確化されることが

求められる。各研究グループの研究成果をどのように統合し、社会実装を念頭に置いた政策提言を行

うための明確なプロセスがプロジェクトチーム内で明確に共有されれば、具体的な活動が開始されプ

ロジェクト目標の達成が見込まれる。 

他方、プロジェクトに対する PICRC の強いオーナーシップ、更にプロジェクトチームとの良好なコ

ミュニケーションは、プロジェクトの円滑な実施に大きく貢献している。 

 

３－５３－５３－５３－５    提言提言提言提言 

(1) 自然科学グループと社会科学グループ間の統合プロセスの確立自然科学グループと社会科学グループ間の統合プロセスの確立自然科学グループと社会科学グループ間の統合プロセスの確立自然科学グループと社会科学グループ間の統合プロセスの確立 

自然科学グループと社会科学グループとの統合に関する明確なプロセスを早急に確立するべきで

ある。 

(2) 自然科学グループ間における統合プロセスを確立する。自然科学グループ間における統合プロセスを確立する。自然科学グループ間における統合プロセスを確立する。自然科学グループ間における統合プロセスを確立する。 

提言(1)「自然科学グループと社会科学グループ間の統合」に加えて、自然科学グループ間において

も統合プロセスを確立すべきである。 



vii 

(3)統合に向けたタスクフォース・チームを結成する。統合に向けたタスクフォース・チームを結成する。統合に向けたタスクフォース・チームを結成する。統合に向けたタスクフォース・チームを結成する。 

提言(1)及び提言(2)を実現するために、統合に向けたタスクフォース・チームを現行のチームとは

別に編成すべきである。 

(4)統合に向けたプロセスの可視化統合に向けたプロセスの可視化統合に向けたプロセスの可視化統合に向けたプロセスの可視化 

プロジェクト目標達成のために自然科学と社会科学の統合プロセスを議論し、最終化するために、

主任研究者はコンセプトとアイデアを可視化することが必要である。 

(5)PAN 国家戦略計画を含む政府計画へのプロジェクト研究成果の提案と組国家戦略計画を含む政府計画へのプロジェクト研究成果の提案と組国家戦略計画を含む政府計画へのプロジェクト研究成果の提案と組国家戦略計画を含む政府計画へのプロジェクト研究成果の提案と組みみみみ込み込み込み込み 

プロジェクト目標の 1 つとして、関係国家機関への政策提言作成及び提案がある。そのため、プロ

ジェクトは提言作成から提出までの具体的なスケジュールを計画する必要がある。そして実現には、

重要ステークホルダーとの綿密な調整が非常に重要となってくる。更に、ステークホルダーとプロジ

ェクトの橋渡しの役目を担う人物の任命が重要である。 

(6)陸域と海域の関連性にかかる研究についての説明陸域と海域の関連性にかかる研究についての説明陸域と海域の関連性にかかる研究についての説明陸域と海域の関連性にかかる研究についての説明 

当初計画には「陸域と海域の関連性」が明記されている。しかしながら、中間レビュー調査時点ま

でにおいては、当該テーマに関しては報告がなされていない。プロジェクトチームには当該テーマに

関する取り扱いについて説明を行うべきである。 
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第第第第１１１１章章章章    評価評価評価評価調査の概要調査の概要調査の概要調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

サンゴ礁は海洋総面積の1％未満にもかかわらず、9万3,000種以上の生物が生息しており、生物

多様性が極めて高い海域である

1
。パラオ共和国（以下、「パラオ」と記す）は、世界的にも造礁

サンゴ種の多様性が高い海域に位置しており、同国のサンゴ礁生態系保全の重要性は国際的に認

識されている。パラオ政府は自然環境を利用した観光開発を経済的発展の主軸として位置づけて

おり、サンゴ礁生態系の保全は重要な課題となっている。しかし、近年では土地開発・観光利用

の増加、気候変動の影響によるサンゴ礁生態系の損失が懸念されている。パラオの持続的社会経

済開発の実現には、サンゴ礁島嶼生態系の維持管理に係る総合対策を立案・実践する必要がある。 

一方、琉球大学は沖縄諸島を中心とした研究によって、開発行為に伴うローカル・スケールの

環境負荷に加え、地球規模の温暖化・海洋酸性化が、サンゴ礁の生物多様性及び生態系サービス

の低下を引き起こし、島嶼経済及び社会・文化に多大なる損失を与え得ることを実証してきた。

また、本プロジェクトのカウンターパート（Counterpart：C/P）機関であるパラオ国際サンゴ礁セ

ンター（Palau International Coral Reef Center：PICRC）とは、大学院生や研修員の受入れ、国際サ

ンゴ礁イニシアティブにおける議論などを通じた活発な交流が進められてきた。 

こうした背景から、パラオ政府はわが国に対し、琉球大学とPICRCを実施機関とする科学研究

の協働推進及び人材育成を通じ、サンゴ礁島嶼生態系の維持管理に向けた総合政策オプションを

提言することを目的として、本プロジェクトを地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and 

Technology Research Partnership for Sustainable Development：SATREPS）案件として要請し、承認さ

れた。本技術協力プロジェクトは2013年4月から開始され、2018年3月までの5年間の予定で実施さ

れている。 

今般、当該プロジェクトが協力期間の中間点を迎えるにあたり、2013 年 2 月に締結された討議

議事録（Record of Discussions：R/D）に基づいて、日本側とパラオ側のメンバーによって構成さ

れる合同評価調査団により中間レビュー調査を実施した。本調査では、プロジェクトの投入、活

動、成果を確認し、プロジェクト目標と上位目標の達成見込みを分析するとともに、評価 5 項目

（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性）の観点からプロジェクトの進捗と達成状況

を分析した。その上で、今後のプロジェクト運営及びプロジェクト目標の達成に向けて、取るべ

き措置について協議し、その結果を合同中間レビュー調査報告書に取りまとめ、関係者間で合意

した。 

 

１－２ 調査団の構成と調査日程 

（1）調査団の構成調査団の構成調査団の構成調査団の構成 

調査団のメンバーは次ページのとおりである。 

 

 

 

                                            
1 http://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_hourei/pdf/sub7932b.pdf 
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1）日本側日本側日本側日本側 

名前名前名前名前 担当担当担当担当 所属先所属先所属先所属先/役職役職役職役職 

神内 圭 総括 

JICA 地球環境部 

森林・自然環境グループ 

自然環境第一チーム 課長 

小峰 雪代 協力企画 
JICA 社会基盤・平和構築部 

国際科学技術協力室 調査役 

安岡 義文 SATREPS 計画・評価 
JST 国際科学技術部 研究主幹 

東京大学名誉教授 

髙木 麻里 SATREPS 計画・評価 JST 国際科学技術部 調査員 

望月 昭宏 評価分析 株式会社アイコンズ 

 

2）パラオパラオパラオパラオ側側側側 

名前名前名前名前 役職役職役職役職 所属先所属先所属先所属先 

King Sam Program Manager 保護区ネットワーク（PAN） 

Steven Victor Deputy Director ネイチャーコンサーバンシー（TNC） 

Roxanne Blesam Executive Officer 環境品質保全委員会（EQPB） 

 

（2）調査日程調査日程調査日程調査日程 

本中間レビューは 2015 年 10 月 7 日（水）から 2015 年 10 月 23（金）の日程で実施された（評

価調査日程の詳細は「付属資料 2」を参照）。 

 

１－３ プロジェクトの概要（中間レビュー調査時点） 

（1）プロジェクトの概要 

2015 年 2 月に実施された合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）にて合意された

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）の内容に基づくプロジェ

クトの概要は以下のとおりである。 

 

表１ プロジェクト概要表 

 

プロジェクト名：プロジェクト名：プロジェクト名：プロジェクト名： サンゴ礁島嶼系における気候変動による危機とその対策プロジェクト 

（英語名）（英語名）（英語名）（英語名） （Project for Sustainable Management of Coral Reef and Island 

Ecosystems: Responding to the Threat of Climate Change） 

プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクトサイト：サイト：サイト：サイト： パラオ全土 

協力期間：協力期間：協力期間：協力期間： 2013 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日（5 年間） 

相手国対象機関：相手国対象機関：相手国対象機関：相手国対象機関： パラオ国際サンゴ礁センター（PICRC） 

対象対象対象対象： C/P 機関〔PICRC、パラオ・コミュニティカレッジ（PCC）〕の研究

者、パラオ住民 
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表２ プロジェクトの要約と指標（ver.20150831） 

プロジェクト上位目標：プロジェクト上位目標：プロジェクト上位目標：プロジェクト上位目標：本プロジェクトの成果が、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態本プロジェクトの成果が、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態本プロジェクトの成果が、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態本プロジェクトの成果が、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の維持系の維持系の維持系の維持

管理に係る政策の立案・実施に活用される。管理に係る政策の立案・実施に活用される。管理に係る政策の立案・実施に活用される。管理に係る政策の立案・実施に活用される。 

指標：プロジェクトが提案した政策代案がパラオ政府の気候変動適応策の一環として採択され

る。 

プロジェクト目標：プロジェクト目標：プロジェクト目標：プロジェクト目標：パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系についての研究能力パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系についての研究能力パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系についての研究能力パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系についての研究能力及び及び及び及び持続的な維持持続的な維持持続的な維持持続的な維持

管理能力が強化される。管理能力が強化される。管理能力が強化される。管理能力が強化される。 

指標 1：パラオ側により、モニタリングが継続的に実施される。 

指標 2：プロジェクトで開発されたデータ/情報ベースが、関係機関の規則に従って継続的に管

理され、公開される。 

指標 3：観光、経済、生態系管理に基づく持続可能なパラオ社会のための総合的な政策オプシ

ョンが、パラオ政府の気候変動適応策として提案される。 

成果１：成果１：成果１：成果１：サンゴ礁島嶼域生態系・海洋環境に関する継続的なモニタリングに必要な科学的デーサンゴ礁島嶼域生態系・海洋環境に関する継続的なモニタリングに必要な科学的デーサンゴ礁島嶼域生態系・海洋環境に関する継続的なモニタリングに必要な科学的デーサンゴ礁島嶼域生態系・海洋環境に関する継続的なモニタリングに必要な科学的デー

タシステムが整理される。タシステムが整理される。タシステムが整理される。タシステムが整理される。 

指標 1-a：開始 1.5 年までに、各海域の総合情報データベースがHP にて運用・公開され、関係

機関の政策が反映される（ターゲットサイト：3 カ所以上）。 

指標 1-b：開始 2 年までに、生物種リストのための基本データ管理システムが開発・公開され

る。 

指標 1-c：開始 1.5 年までに、環境ストレス実験装置が PICRC に設置される。 

指標 1-d：開始 2.5 年までに、サンゴ礁生物モニタリング・プロトコルが国内で配布・活用され

る。 

指標 1-e：開始 5 年までに、遺伝子データベースが開発・公開される。 

 

活動： 1-1 造礁サンゴ（Photo quadrats）と魚（Line transect）のモニタリング、解析・評価

を行う。 

1-2 パラオ陸域サンゴ礁の環境ストレス調査を行う。 

1-3 海洋環境（pH、塩分、濁度など）観測のための基礎情報を収集する。 

1-4 生物多様性パターンと連続性の分析を行う。 

1-5 生物多様性データベースとデータアクセスを整備する。 

1-6 パラオのサンゴ礁生態系の環境変化インパクトを評価する。 

1-7 パラオのサンゴ礁生態系の地域規模インパクトを評価する。 

1-8 サンゴ礁島嶼生態系サービスの劣化による経済的損失と、生態系保全及び自然

資源活用による便益に関する経済学的評価を行う。 

1-9 サンゴ礁島嶼生態系に影響を与える観光開発に対する住民の意識について、調

査のうえ評価を実施する。 

成果成果成果成果 2：：：：自然科学的・社会科学的な分析自然科学的・社会科学的な分析自然科学的・社会科学的な分析自然科学的・社会科学的な分析及び及び及び及び評価を通じ、気候変動影響下におけるサンゴ礁島評価を通じ、気候変動影響下におけるサンゴ礁島評価を通じ、気候変動影響下におけるサンゴ礁島評価を通じ、気候変動影響下におけるサンゴ礁島

嶼生態系の持続的な維持管理に資する知見・課題が抽出される嶼生態系の持続的な維持管理に資する知見・課題が抽出される嶼生態系の持続的な維持管理に資する知見・課題が抽出される嶼生態系の持続的な維持管理に資する知見・課題が抽出される。。。。 

指標 2-a：開始 1.5 年までに、環境ストレス実験装置が設置・運用される。 

指標 2-b：開始 4 年までに、研究成果が日本国内・国際学会、国際誌で成果報告される（少な
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くとも各活動 1 件以上）。 

 

活動： 

 

2-1 社会と自然科学の統合により、パラオの生態系を持続的管理に資する知見を抽出

する。 

成果成果成果成果 3：：：：サンゴ礁島嶼生態系の保全サンゴ礁島嶼生態系の保全サンゴ礁島嶼生態系の保全サンゴ礁島嶼生態系の保全及び及び及び及び生物多様性と生態系サービスに対する住民の理解が広生物多様性と生態系サービスに対する住民の理解が広生物多様性と生態系サービスに対する住民の理解が広生物多様性と生態系サービスに対する住民の理解が広

がる。がる。がる。がる。 

指標 3-a：開始 1 年目に、プロジェクト活動に関する四半期ごとの企画展示が実施される。 

指標 3-b：開始 2.5 年までに、住民啓発を目的としたレクチャー・シリーズ及びワークショッ

プが、1 回以上開催される。 

 

活動： 3-1 サンゴ礁島嶼生態系及び生態系サービスへの住民理解の向上を目的とした企画展

を実施する。 

3-2 マネージャー、ステークホルダー、学生らを対象にした議論・意見交換の場とし

てワークショップを開催する。 

3-3 2016 年開催の国際サンゴ礁シンポジウムでの特別セッションを開催する。 

3-4 パラオの自然と環境に関するフィールドガイドブックを作成する。 

成果成果成果成果 4：：：：サンゴ礁島嶼生態系の保全に必要な専門的技術・知見が共有され、人材が育成される。サンゴ礁島嶼生態系の保全に必要な専門的技術・知見が共有され、人材が育成される。サンゴ礁島嶼生態系の保全に必要な専門的技術・知見が共有され、人材が育成される。サンゴ礁島嶼生態系の保全に必要な専門的技術・知見が共有され、人材が育成される。 

指標 4-a：開始 3 年までに、PICRC スタッフにより、分子生物学的実験・生理学的実験プロト

コルが作成・公表される。 

指標 4-b：プロジェクト期間内に、PICRC スタッフ作成の論文が、査読付き国際学術誌に 1 件

以上受理される。 

 

活動： 4-1 パラオ州において、保護海洋区域のモニタリング能力向上を目的としたワーク

ショップ・研修がPICRCにより実施される。 

4-2 琉球大学において修士課程の長期研修が実施される。 

成果成果成果成果 5：：：：サンゴ礁島嶼生態系の保全に資する政策提言が行われる。サンゴ礁島嶼生態系の保全に資する政策提言が行われる。サンゴ礁島嶼生態系の保全に資する政策提言が行われる。サンゴ礁島嶼生態系の保全に資する政策提言が行われる。 

指標 5-a：プロジェクト期間内に、サンゴ礁島嶼生態系の地域的環境ストレス基準が作成され

る。 

指標 5-b：開始 4 年までに、気候変動環境影響を考慮した地域的負荷についての低減策の提案

書が作成される。 

指標 5-c：プロジェクト期間内に、観光、経済、生態系管理に基づく持続可能なパラオ社会の

ための総合的な政策オプションが、パラオ政府の気候変動適応策の一環として作成さ

れる。 

 

活動： 

 

5-1 パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の維持管理に関する政策（PAN など)に対

し、科学的データ・知見の提供及び提言を行う。 

5-2 成果 1～4 を統合し、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の保全に資する政策オ

プションを作成する。 
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（2）プロジェクトの実施体制プロジェクトの実施体制プロジェクトの実施体制プロジェクトの実施体制 

本プロジェクトでは、PICRC 理事会の理事長がプロジェクト・ディレクター、最高経営責任者

（Chief Executive Officer：CEO）がプロジェクト・マネージャーとしてプロジェクトの全体的な

マネジメントを担っている。また、PICRC 理事長を議長とし、PCC、PAN、ミクロネシア・チャ

レンジ（Micronesia Challenge：MC）、パラオ自動土地資源情報システム（Palau Automated Land and 

Resource Information System：PALARIS）、EQPB などパラオの環境保全に携わる関連機関及び JICA

パラオ支所及び日本人専門家から構成されるJCCが本プロジェクトのモニタリング機関として形

成されている。 
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第第第第２２２２章章章章    評価の方法評価の方法評価の方法評価の方法 

 

２－１ 評価の枠組み 

本中間レビューでは、『新 JICA 事業評価ガイドライン 第 1 版』（2010 年）を指針として、以下

の手順にて評価を実施した。 

 

(1) プロジェクトの実績、実施プロセス、評価 5 項目に関する詳細な評価設問と必要な情報・デ

ータ、情報源、情報収集手段等を記述した評価グリッドを作成する。 

(2) PDM に基づいて、プロジェクトの実績を確認する（PDM は「付属資料 3」または「表２ プ

ロジェクトの要約と指標（PDM）」を参照）。 

(3) 実施プロセスを検証し、プロジェクトの活動実施及び成果産出に貢献した要因または阻害し

た要因を分析する。 

(4) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性）の観点から、現状・実績に

基づき、包括的に評価を実施する。 

(5) 評価結果に基づき、2018 年 3 月のプロジェクト終了を見据え、プロジェクトチーム及びC/P

がプロジェクト期間中に取り組むべき事項、プロジェクト終了後にC/P が継続して取り組む

べき事項を整理する。 

(6) 評価・協議結果を評価報告書として取りまとめる。 

 

２－２ 評価5項目 

本中間レビュー調査では、評価の基準として以下の評価 5 項目を用い、評価を実施した。 

 

表３ 評価５項目 

妥当性妥当性妥当性妥当性：：：： プロジェクト目標や上位目標がパラオ政府の開発政策やわが国の援助政

策と整合性がとれているか、ターゲットグループのニーズと合致している

か等、プロジェクトの正当性・必要性を検証・評価する。 

有効性有効性有効性有効性：：：： プロジェクト目標がプロジェクト終了時までに計画どおり達成されるか、

また、プロジェクト目標の達成が成果の達成によって引き起こされたのか

を検証・評価する。 

効率性効率性効率性効率性：：：： プロジェクトが効果的に投入資源を活用したかという観点から、投入実績

と成果産出の状況を踏まえて、投入（インプット）がどのように効率的に

成果に転換されたかを検証・評価する。 

インパクトインパクトインパクトインパクト：：：： プロジェクト終了後 3 年から 5 年の間に上位目標が達成される見込み、プ

ロジェクト実施によりもたらされる長期的・間接的な効果や波及効果の有

無を検証・評価する。 

持続性持続性持続性持続性：：：： 政策・制度面、組織面、財務面及び技術面から、プロジェクト終了後、プ

ロジェクトで発現した効果がどのように定着・持続していくかについて検

証・評価する。 
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２－３ 中間レビュー調査のポイント 

本調査では、現状・実績に基づき、特に妥当性、有効性、効率性について、影響する貢献・阻

害要因とともに重点的に検証する。加えて、実施プロセスの検証を重点的に実施し、円滑なプロ

ジェクト実施に向けた改善点を検討する。 

 

表４ 中間レビュー調査のポイント 

項目項目項目項目 評価の視点例評価の視点例評価の視点例評価の視点例 

実績の検証 - 投入は計画どおりか。（計画値との比較） 

- 成果は計画どおり産出されているか。（目標値との比較） 

- プロジェクト目標の達成の見込みはあるか。（目標値との比較） 

実施プロセ

スの検証 

- 活動は計画どおりに実施されているか。 

- 実施機関やC/P のプロジェクトに対する認識は高いか。 

- 技術移転の方法に問題はないか。 

- プロジェクトのマネジメント体制（モニタリングの仕組み、意思決定過程、

プロジェクト内のコミュニケーションの仕組み等）に問題はないか。 

- プロジェクトの実施過程で生じている問題はあるか。その原因は何か。 

<評価 5 項目＞ 

妥当性 - （必要性）対象地域・社会のニーズに合致しているか。ターゲットグループの

ニーズに合致しているか。 

- （優先度）パラオ政府の開発政策との整合性はあるか。日本の援助政策・JICA

の援助実施方針との整合性はあるか。 

- （手段としての適切性）プロジェクトはパラオ政府の環境保全と持続的経済発

展に対する効果をあげる戦略として適切か。日本の技術の優位性はあるか。 

- （その他）プロジェクト開始以降、プロジェクトを取り巻く環境（政策、経済、

社会等）の変化はないか。 

有効性 - （プロジェクト目標の達成予測）投入・成果の実績、活動の状況に照らし合わ

せて、プロジェクト目標の達成の見込みはあるか。プロジェクト目標の達成を

阻害する要因はあるか。 

- （因果関係）成果は、プロジェクト目標を達成するために十分か。成果からプ

ロジェクト目標に至るまでの外部条件は、現時点においても正しいか。外部条

件が満たされる可能性は高いか。 

効率性 - （成果の達成度）成果の達成度は適切か。 

- （実績と目標値との比較）成果達成を阻害した要因はあるか。 

- （因果関係）成果を産出するために十分な活動であったか。成果を産出するた

めに十分な投入であったか。 

- （投入の実施状況）計画に沿って活動を行うために、過不足ない量・質の投入

がタイミング良く実施されたか。実施されているか。 

インパクト - （上位目標の達成予測）投入・成果の実績、活動の状況に照らし合わせて、上

位目標は、プロジェクトの効果として発現が見込まれるか。上位目標を達成す
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るための方策が考えられているか。 

- （因果関係）上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか。 

- （波及効果）上位目標以外の効果・影響が想定されるか。 

持続性 - 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みがあるか。 

- （政策・制度面）政策支援は協力終了後も継続するか。  

- （組織・財務面）協力終了後も、効果をあげていくための活動を実施するに足

る組織能力はあるか。（人材配置、意思決定プロセス等）将来プロジェクトの成

果を持続させていくための予算確保の対策は十分か。 

- （技術面）資機材の維持管理は適切に行われているか。中核となる人材は質量

ともに十分に育成され、環境保全のための継続的な実施が期待できるか。また、

技術の定着・発展が期待できるか。 

 

２－４ 情報収集手段 

本中間レビュー調査では、既存資料レビュー、質問票・インタビュー調査、現地調査により、

情報・データを収集した。 

 

(1) プロジェクト関連資料レビュープロジェクト関連資料レビュープロジェクト関連資料レビュープロジェクト関連資料レビュー 

a) 本プロジェクトに関する報告書 ・ 詳細計画策定調査報告書（2014 年、和文） 

b) プロジェクト作成資料 ・ 平成 26 年度実施報告書（2015 年、和文） 

・ 専門家業務完了報告書（2015 年、和文） 

c) パラオ政府の開発政策文書 ・ Joint Country Strategy 2009-2013（2009 年、英文） 

・ National Master Development Plan（1996 年、英文） 

・ National Assessment Report（2006 年、英文） 

・ Medium Term Development Strategies 2009-2014 ： 

Actions for Palau’s Future（2008 年、英文） 

d) 日本政府の対パラオ援助政策文書 ・ 対パラオ国別援助方針（2012 年、和文） 

 

(2) 質問票質問票質問票質問票調査・インタビュー調査調査・インタビュー調査調査・インタビュー調査調査・インタビュー調査 

専門家及び C/P に対して質問票を作成・配布した。質問票への回答結果及び上記 1）のプロジ

ェクト関連資料を基礎情報として個別インタビュー調査を行った（面談者リストは「付属資料 6」

を参照）。 

 

(3) 現地調査現地調査現地調査現地調査 

プロジェクトの実施サイトにおける活動状況確認のため、以下を訪問・視察した。 

� ニッコウ湾（Nikko Bay） 

� セメタリー・リーフ（Cemetery Reef） 
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第第第第３３３３章章章章    プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績とととと実施プロセス実施プロセス実施プロセス実施プロセス 

 

３－１ 投入の実績 

(1) 日本側の投入 

1)  専門家の派遣 

プロジェクト開始から中間レビュー調査までに 13 名の専門家が派遣された。専門家の氏名

と専門分野は以下のとおりである。 

氏名氏名氏名氏名 所属組織所属組織所属組織所属組織 担当分野担当分野担当分野担当分野（仮訳）（仮訳）（仮訳）（仮訳） 派遣派遣派遣派遣時期時期時期時期 

中村崇 琉球大学 Chief Advisor/ Coral reef monitoring and 

biological responses（総括/サンゴ礁モニタ

リング及び生理学的調査） 

2013 年 6 月～ 

中谷誠治 JICA Coordinator（業務調整） 2014 年 7 月～ 

土屋誠 琉球大学 Ecosystem services of coral reefs and 

mangroves（サンゴ礁・マングローブ生態

系サービス） 

2013 年 6 月～ 

藤田陽子 琉球大学 Economic evaluation of ecosystem change

（生態系変化の経済学的評価） 

2013 年 6 月～ 

James Davis 

Reimer 

琉球大学 Biodiversity assessment and species listing

（生物多様性評価及び種のリスト化） 

2013 年 6 月～ 

栗原晴子 琉球大学 Environmental stress and biological 

responses（環境ストレス及び生物学的反

応） 

2013 年 6 月～ 

宮国薫子 琉球大学 Residents’ attitudes toward tourism 

development（観光開発） 

2013 年 6 月～ 

渡邉敦 東京工業大学 Sea water quality on coral reefs（海洋学的分

析調査） 

2014 年 4 月～ 

木村匡 自然環境研究セン

ター 

Training on coral reef monitoring/survey（ト

レーニング） 

2013 年 6 月～ 

Julien Simon Pierre 

Lorion 

琉球大学 Biodiversity assessment and species listing

（生物多様性評価及び種のリスト化） 

2013 年 4 月～ 

Yuen Yeong Shyan 琉球大学 Coral reef monitoring and biological 

responses toward local stress factors（サンゴ

礁モニタリング及び生理学的調査） 

2013 年 6 月～ 

河合崇 琉球大学 Ecological connectivity among coastal 

ecosystems（沿岸生態系における連結性）  

2013 年 9 月 

～2015 年 3 月 

本郷宙軌 琉球大学 Natural disaster risk reduction using coral 

reef landform（サンゴ礁を活用した防災・

減災） 

2015 年 3 月～ 



 

10 

 

2)  資機材の供与 

プロジェクト実施に必要なオフィス機器（ノートパソコン）及びモーターボート（27 フィー

ト）、水質モニタリング装置、ポータブル二酸化炭素分析器、水中型 PAM クロロフィル蛍光測

定器等が供与された（「付属資料 5 調達機材リスト」を参照）。 

 

3) C/P 研修の実施 

プロジェクト期間中に 5 名が本邦研修に参加している。なお、2016 年にも数名に対する本邦

研修が計画されている。 

参加者名 研修内容、研修場所 参加時期 

Victor Nester 琉球大学修士課程 2013 年 10 月 1 日～ 

Kevin Polloi 第 1 回アジア国立公園会議 2013 年 11 月 11 日～20 日 

Geraldine Rengiil 琉球大学、ふくしま海洋科学館 2014 年 11 月 30 日～12 月 21 日 

Asap Bukurrou 琉球大学、ふくしま海洋科学館 2014 年 11 月 30 日～12 月 21 日 

Evelyn Otto 琉球大学 2015 年 11 月 14 日～25 日 

 

4) プロジェクト現地経費の支出 

プロジェクト開始から 2015 年 9 月末までに、合計約 2,418 万円

2
（198,469 米ドル）のプロジ

ェクト現地経費が支出された。内訳は以下のとおりである（単位：米ドル）。 

 2013 年 4 月～ 

2014 年 3 月 

2014 年 4 月～ 

2015 年 3 月 

2015 年 4 月～ 

2015 年 9 月 

航空賃 0 11,309 0 

旅費（航空賃以外） 245 6,588 508 

現地コンサルタント雇用費 700 2,568 0 

作業補助員人件費 0 34,223 8,918 

会議費 656 4,513 0 

一般運営費 10,753 86,538 30,950 

合合合合    計計計計 12,354 145,739 40,376 

 

(2) パラオ国側の投入 

1)  C/P の配置 

パラオ側は PICRC と PCC からプロジェクト活動に必要な職員を以下のとおり C/P として配

置した。 

                                            
2 JICA換算レート（2015年 9月、1米ドル=121.81円）にて換算 

所属機関所属機関所属機関所属機関 氏名氏名氏名氏名 肩書肩書肩書肩書/役割役割役割役割 

Yimnang Golbuu CEO 

Geraldine Rengiil Head of Research and Aquarium Department 

PICRC 

 

Marine Gouezo Coral reef monitoring and coastal management 
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2) 施設の提供 

PICRC 内に専門家用執務室とラボラトリーが提供された。また、必要に応じて各種便宜供与

がなされた。 

 

3) プロジェクト現地経費の支出 

プロジェクトが開始された 2013 年 4 月から 2015 年 9 月までに、パラオ側は総額 321,566 米

ドルをプロジェクト現地経費として支出した。内訳は以下のとおりである。 

 

� モーターボート利用費：126,140 米ドル 

� ラボラトリー使用費：   47,355 米ドル 

� 事務所経費及び水道代： 58,237 米ドル 

� 人件費：               77,009 米ドル 

� その他：               12,825 米ドル 

 

３－２ 活動の実績 

活動計画表（Plan of Operations：PO）第 4 版に示されているように、本プロジェクトの活動は

おおむね計画どおりに実施されている。成果 5 の達成に必要な活動にはやや遅れがみられる。（「付

属資料 4 PO 第 4 版を参照）。 

Shirley D. Koshiba 
Socio-economic aspects of coral-reef and mangrove 

ecological services 

Victor Nestor under training in Japan 

Evelyn Otto Database and coral reef monitoring 

Randa Jonathan Research assistant 

Geory Mereb Research assistant 

Dawnette Olsudong Research assistant 

Arius Merep Engineering/maintenance of equipment/boats/cars 

Asap Bukurrou Animal husbandry 

Jay Oruetamor Tank & Equipment managers 

Harlen Herman Aquarist 

Vincent Abedneko Aquarist 

Ines Kintoki Outreach/library 

Sahar Hanser Communication and Outreach Officer 

Mingrang Kloulechad Head of Administration Department 

Patrick U. Tellei President, Education on coral reef island society 

Thomas Taro 
Vice-President of Cooperative Research and Extension, 

Education on coral reef island society 

PCC 

Christopher Kitalong Science Instructor 
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３－３ 成果の達成状況 

成果成果成果成果 1：：：：サンゴ礁島嶼域生態系・海洋環境に関する継続的なモニタリングに必要な科学的データサンゴ礁島嶼域生態系・海洋環境に関する継続的なモニタリングに必要な科学的データサンゴ礁島嶼域生態系・海洋環境に関する継続的なモニタリングに必要な科学的データサンゴ礁島嶼域生態系・海洋環境に関する継続的なモニタリングに必要な科学的データ

システムが整システムが整システムが整システムが整理される。理される。理される。理される。 

指標： 

1-a 開始 1.5 年までに、各海域の総合情報データベースが HP にて運用・公開され、関係機関の

政策が反映される(ターゲットサイト：3 カ所以上)。 

1-b 開始 2 年までに、生物種リストのための基本データ管理システムが開発・公開される。 

1-c 開始 1.5 年までに、環境ストレス実験装置が PICRC に設置される。 

1-d 開始 2.5 年までに、サンゴ礁生物モニタリング・プロトコルが国内で配布・活用される。 

1-e 開始 5 年までに、遺伝子データベースが開発・公開される。 

 

指標の達成度、活動の実施状況、成果 1 の達成状況に関する専門家とC/P の認識等を総合的に

考慮すると、成果 1 の達成度は「やや高い」と判断される。 

指標 1-a は部分的に達成された。全 44 カ所の実験サイトからの物理環境データは無事収集が完

了した。他方、PICRC のデータベースに統合するために、14 サイトからの生物種データベース

（photo-quadrat and line intercept transect）は構築中である。なお、いくつかの収集データに関して

は学会、国際学術誌で論文が発表された後に公開される予定である。 

指標 1-b は達成していない。生物種リストは完成したものの、一般公開には至ってない。なお、

公開に際してはプロジェクト研究者に対する不利益が生じないよう、PICRC とプロジェクトの

Principal Investigators（主任研究者）による合意が必要である。 

指標 1-c は達成した。生物種リストは完成したものの一般公開には至ってない。なお、公開に

際してはプロジェクト研究者に対する不利益が生じないよう、PICRC とプロジェクトの Principal 

Investigators による合意が必要である。 

指標 1-d はほぼ達成している。サンゴ礁生態系のモニタリング・プロトコルは完成した。調査

区（方形区）と測線調査法についてのマニュアルが作成中である。また画像データ処理と解析部

分を別途まとめたマニュアルの作成も予定されている。 

指標 1-e について、遺伝子データベースは完成しているが、公開は関連内容における論文の発

表後になる。 

 

成果成果成果成果 2：：：：自然科学的・社会科学的な分析自然科学的・社会科学的な分析自然科学的・社会科学的な分析自然科学的・社会科学的な分析及び及び及び及び評価を通じ、気候変動影響下におけるサンゴ礁島評価を通じ、気候変動影響下におけるサンゴ礁島評価を通じ、気候変動影響下におけるサンゴ礁島評価を通じ、気候変動影響下におけるサンゴ礁島

嶼生態系の持続的な維持管理に資する知見・課題が抽出される嶼生態系の持続的な維持管理に資する知見・課題が抽出される嶼生態系の持続的な維持管理に資する知見・課題が抽出される嶼生態系の持続的な維持管理に資する知見・課題が抽出される。。。。 

指標： 

2-a 開始 4 年までに、研究成果が日本国内・国際学会、国際誌で成果報告される（少なくとも

各活動 1 件以上）。 

 

成果 2 は部分的に達成した。 

指標 2-a：中間レビュー調査時点までに 8 本の研究成果に関する論文/書籍が発表された。加え

て、上記 8 本以外にも論文が国際学術誌への発表に向けて準備中である。他方、サンゴ礁の持続

的維持管理に貢献する方法論については、中間レビュー調査時点では開発されていない。そのた
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め、プロジェクトは各研究者の研究成果を統合して、社会実装に向けた具体的な計画を立案する

ことが強く求められる。 

 

成果成果成果成果 3：：：：サンゴサンゴサンゴサンゴ礁島嶼生態系の保全礁島嶼生態系の保全礁島嶼生態系の保全礁島嶼生態系の保全及び及び及び及び生物多様性と生物多様性と生物多様性と生物多様性と生態系サービスに対する住民の生態系サービスに対する住民の生態系サービスに対する住民の生態系サービスに対する住民の理解が広理解が広理解が広理解が広

がる。がる。がる。がる。 

指標： 

3-a 開始 1 年目に、プロジェクト活動に関する四半期ごとの企画展示が実施される。 

3-b 開始 2.5 年までに、住民啓発を目的としたレクチャー・シリーズ及びワークショップが、

1 回以上開催される。 

 

成果 3 は 2 つの指標ともに達成した。 

指標 3-a について、プロジェクト開始後 2 年間で、ポスターが 3 セット作成されたことに加え、

PICRC に併設されている水族館の説明がタッチパネルに改良され見やすくなったことにより、来

訪客の利便性向上、プロジェクト活動の一般への広報と活動内容の理解促進が実現した。 

指標 3-b について住民啓発を目的としてセミナーがパラオにおいて 3 回開催され、日本におい

ても 1 回開催された。 

  

成果成果成果成果 4：：：：サンゴ礁島嶼生態系の保全に必要な専門的技術・知見が共有され、人材が育成される。サンゴ礁島嶼生態系の保全に必要な専門的技術・知見が共有され、人材が育成される。サンゴ礁島嶼生態系の保全に必要な専門的技術・知見が共有され、人材が育成される。サンゴ礁島嶼生態系の保全に必要な専門的技術・知見が共有され、人材が育成される。 

指標： 

4-a 開始 3 年までに、PICRC スタッフにより、分子生物学的実験・生理学的実験プロトコルが

作成・公表される。 

4-b プロジェクト期間内に、PICRC スタッフ作成の論文が、査読付き国際学術誌に 1 件以上受

理される。 

 

成果 4 の達成度はやや高いと判断される。 

指標 4-a は達成されたと判断される。Fibox3 酸素計のマニュアルと実験プロトコル及び、水質

計測プロトコルが PICRC と共有された。 

指標4-bに関して、PDMに記された目標は達成していないものの、パラオの各州事務所、PICRC、

PCC 及び PAN において環境保全に従事する職員に対するトレーニングが実施された。このこと

は、指標 4-b に関連する成果として考慮されるべきである。 

 

成果成果成果成果 5：：：：サンゴサンゴサンゴサンゴ礁島嶼生態系の保全に資する政策提言が行われる。礁島嶼生態系の保全に資する政策提言が行われる。礁島嶼生態系の保全に資する政策提言が行われる。礁島嶼生態系の保全に資する政策提言が行われる。 

指標： 

5-a プロジェクト期間内に、サンゴ礁島嶼生態系の地域的環境ストレス基準が作成される。 

5-b 開始 4 年までに、気候変動環境影響を考慮した地域的負荷についての低減策の提案書が作

成される。 

5-c プロジェクト期間内に、観光、経済、生態系管理に基づく持続可能なパラオ社会のための

総合的な政策オプションが、パラオ政府の気候変動適応策の一環として作成される。 
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成果 5 の達成度はやや低いと判断される。 

指標 5-a、指標 5-b、指標 5-c ともに指標目標を達成するために必要な情報の収集が完成してい

ない。その理由として当該指標の達成に必要となる活動の多くがプロジェクト後半に予定されて

いることが挙げられる。 

 

３－４ プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標プロジェクト目標プロジェクト目標プロジェクト目標：：：：パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系についての研究能力パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系についての研究能力パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系についての研究能力パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系についての研究能力及び及び及び及び持続的な維持持続的な維持持続的な維持持続的な維持

管理能力が強化される。管理能力が強化される。管理能力が強化される。管理能力が強化される。 

指標： 

1. パラオ側により、モニタリングが継続的に実施される。 

2. プロジェクトで開発されたデータ/情報ベースが、関係機関の規則に従って継続的に管理さ

れ、公開される。 

3. 観光、経済、生態系管理に基づく持続可能なパラオ社会のための総合的な政策オプションが、

パラオ政府の気候変動適応策として提案される。 

 

プロジェクト目標の指標の達成度、各成果の達成度、プロジェクト目標の達成見込みに関する

専門家とC/P の認識等を考慮し、特に指標 3 の進捗状況が遅れていることを勘案すると、中間レ

ビュー調査時点におけるプロジェクト目標の達成見込みは「中程度」と判断される。 

指標 1 は達成されつつある。プロジェクトにより PICRC の現行モニタリング・プロトコルに組

み込むための新しいコンポーネントが設計された。プロジェクトの後半において、新しいコンポ

ーネントを現行モニタリング制度にどのように組み込むかを PICRC と議論して決定する予定で

ある。 

指標 2 は一部達成した。データ/情報ベースは部分的に完成したものの、WEB を通じた公開は

実現していない。公開できない理由は、システムの構築の遅れに加え研究論文が発表されていな

いためである。プロジェクト終了時までにはデータ/情報ベースが完成し、一般に公開されること

が期待される。 

指標 3 は達成していない。プロジェクトは総合的な政策オプションについて議論を重ねてきた

ものの、中間レビュー調査時点においてドラフトは完成していない。 

 

３－５ 上位目標達成の見込み 

上位目標：上位目標：上位目標：上位目標：本プロジェクトの成果が、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の維持管理に係る政本プロジェクトの成果が、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の維持管理に係る政本プロジェクトの成果が、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の維持管理に係る政本プロジェクトの成果が、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の維持管理に係る政

策の立策の立策の立策の立案・実施に活用される。案・実施に活用される。案・実施に活用される。案・実施に活用される。 

指標：プロジェクトが提案した政策代案がパラオ政府の気候変動適応策の一環として採択され

る。 

 

プロジェクトによる政策代案がパラオ政府の気候変動適応策として採択されるためには、プロ

ジェクト後半の早い時期に的確なステークホルダー、関係組織を特定し、具体的な活動計画表の

もと実施に向けて準備を開始することが求められる。なお、中間レビュー調査では、政策代案策

定のため連携すべき組織の候補として PAN が挙げられており、プロジェクトチームと頻繁に連絡
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を取り合っていることは確認できたものの、上位目標の達成見込みを判断することは時期尚早で

ある。 

 

３－６ プロジェクトの実施プロセス 

PO に示されているように、大部分の活動は一部遅延を伴いながらも実施されてきた。促進要

因としては PICRC 側の強いオーナーシップとコミットメントが発揮され、プロジェクトとの連携

が円滑に行われていること、他方、阻害要因として社会実装に向けた、自然科学部門と社会科学

部門の統合プロセスが、プロジェクトチーム内で十分に議論されておらず、方向性が明確に定ま

っていないことがあげられる。 

 

(1) プロジェクト実施の促進要因 

1) プロジェクトに対する PICRC のオーナーシップとコミットメント 

日本人専門家チームと PICRC のコミュニケーションは、C/P とのインタビュー結果から、非

常に良好であったことが確認された。本プロジェクトに先立ち、PICRC の建物が日本の無償資

金協力により設立されたこと、また JICA の技術協力プロジェクトによる支援を受けていたこ

ともあり、JICA 事業の実施経験があったことも円滑な実施に貢献した。 

こうした背景のもと、PICRC はプロジェクトの開始当初より強いコミットメントを表明して

きた。その一方、通常の技術協力プロジェクトと SATREPS 案件の特性の違いについては PICRC

側のみならず、専門家チームも十分な理解を有していたわけではなかった。そのため、プロジ

ェクトの初期に、資機材の調達、研究者のアサイン、予算配賦などに遅れが生じたこともあっ

たが、PICRC 側の努力によりこうした状況は早期に改善された。このため、プロジェクトの実

施プロセスに大きな影響を与えるには至らなかった。 

加えて PICRC 総務部は本プロジェクトに高い優先順位づけをしており、人員、予算を優先的

に割り振っている。さらに、本プロジェクトを通じて得られた知見を若い世代に普及していく

ために、PCC と積極的な協働活動も行っている。 

 

2) 専門家チーム・C/P 間及びC/P 相互間の密なコミュニケーション 

プロジェクト開始当初に散見された、コミュニケーション不足による PICRC と専門家チーム

の誤解の相違を是正するため、PICRC 総務部と専門家は月例会議を開催した。これにより、プ

ロジェクトの進捗状況の確認、今後の予定、必要な対応などについて共有し、時間的猶予をも

って必要な準備を行うことが可能となり、プロジェクトの円滑な実施に貢献した。 

 

(2) プロジェクト実施の阻害要因 

1)  不明瞭な自然科学部門と社会科学部門の統合プロセス 

本プロジェクトのユニークさとして自然科学分野における研究と社会科学分野における研

究を統合させ、社会実装に貢献させる点が挙げられる。他方、プロジェクト開始当初において

は社会科学分野を担当する研究者がアサインされなかった。実際のアサインが遅れたことによ

り、活動の開始が自然分野の研究に比べて、実質 1 年程度遅れた。 

こうした経緯のもと、自然科学と社会科学の研究成果を統合していく方法論が中間レビュー

においても具体的に確立されておらず、プロジェクトの実施プロセスの阻害要因となった。 
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第第第第４４４４章章章章    評価結果評価結果評価結果評価結果 

 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は「高い」と判断される。PICRC の研究・計画能力の向上は PICRC

及びパラオ政府のニーズに合致しており、パラオ政府の開発政策、日本政府の対パラオ国援助政

策との整合性も高い。 

 

(1)  受益者のニーズとの整合性 

パラオ政府は、海洋保護区（Marine Protected Area：MPA）の効果的な運用と申請、指定に係る

システムの構築を目的としたPAN法を2003 年に定めている。また、ミクロネシア地域でのサンゴ

礁島嶼生態系の保全に関しては、地域共通の包括的な自然環境保全政策として、パラオ政府の呼

びかけでMCが他2カ国・2地域（ミクロネシア連邦、マーシャル諸島共和国、米領グアム、北マ

リアナ諸島）と共に2006年に宣言されている。これは、「陸域の20%、海域を含む沿岸域の30%を

効果的に保全する｣とした共通目標を設定したもので、パラオ自然資源・環境・観光省は、MC目

標を踏まえ、保護区の持続可能な保全活動のためのメカニズムとしていわゆる環境税（Green Fee）

を導入し、環境税の運用のためにPAN基金を設立した（2008年PAN法の改定）。しかしながら、モ

ニタリング手順の整備など、MPAをPANに登録する体制が整っていないことから、JICAはMPAの

モニタリング能力向上を目的とした技術協力プロジェクト｢サンゴ礁モニタリング能力向上プロ

ジェクト｣（2009年～2012年）を先行案件として実施した。JICAの先行案件の成果を生かしつつ、

地元主導でサンゴ礁の保全を推進する体制の確立を目指す本プロジェクトは、パラオが主体的に

取り組んでいる内容と合致している。 

 

(2)  パラオ政府の開発政策との整合性 

本プロジェクトは、文化・環境を保全しつつ経済的自立を目指すパラオ政府の開発政策である

「国家開発マスター計画 2020」に合致している。また、環境保全と持続的経済発展を開発におけ

る優先課題とする国家中期開発政策「中期開発計画（2009 年～2014 年）」とも合致していること

から、パラオ政府の開発政策との整合性は極めて高い。 

 

(3) 日本の対パラオ国援助政策との整合性 

わが国の「対パラオ共和国 国別援助方針（2012 年）」は、「環境保全と気候変動のコントロー

ル」を重点分野の一つとして位置づけている。そのためわが国は、パラオの持続的な経済成長の

実現に向け、サンゴ礁生態系の保全活動を支援している。本プロジェクトは日本政府の援助方針

に合致している。 

 

(4) 日本の技術的優位性 

本プロジェクトのC/P 機関である PICRC は、アジア･大洋州地域におけるサンゴ礁研究の拠点

として 2000 年に無償資金協力で建設された。その後、PICRC の研究機能･啓発･教育機能の強化

を目的に技術協力プロジェクト｢パラオ国際サンゴ礁センター強化プロジェクト｣（2002 年～2006

年）を実施し、更にサンゴ礁保全に結びつく MPA のモニタリング能力向上を目的とした技術協
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力プロジェクト｢サンゴ礁モニタリング能力向上プロジェクト｣（2009 年～2012 年）を実施してお

り、パラオにおける日本の環境保全協力は高い評価を得ている。 

また、日本側の実施機関である琉球大学は、サンゴ礁島嶼生態系を対象とした長年の研究活動

の実績があり、「21 世紀COE プログラム」（2004 年～2008 年：研究課題「サンゴ礁島嶼系の生物

多様性の総合解析」）、「人の移動と 21 世紀のグローバル社会」（2008 年～2013 年）を通して当該

分野で活発に研究を展開している。 

 

４－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は「中程度」と判断される。中間レビュー調査時点では、各成果の達

成を測る指標において一定の達成度が確認された。他方、成果 5 は、成果 1 から成果 4 を集約し、

プロジェクトの目標達成に重要であるが、その達成に必要な活動は、プロジェクト後半に重点的

な実施が計画されている。そのため、今後、プロジェクト目標達成に向けて、活動を加速させて

いく必要がある。 

 

(1)  プロジェクト目標の達成見込み 

中間レビュー調査時点における活動の実施状況、成果の達成状況並びにプロジェクトを取り巻

く環境を踏まえると、プロジェクト終了時までにプロジェクト目標の確実な達成を見込むことは

難しい。特に成果 5 とプロジェクト目標の指標達成度が十分とは言えない。 

 

(2)  プロジェクト目標と成果の因果関係 

本プロジェクトでは、モニタリングに必要なシステムの整備（成果 1）、気候変動影響下におけ

るサンゴ礁生態系の維持管理に資する知見・課題の抽出（成果 2）、生物多様性と生態系サービス

に対する住民の理解向上（成果 3）、サンゴ礁生態系の保全に必要な人材育成（成果 4）を成果と

して産出する。そしてこれら 4 つの成果に基づきサンゴ礁島嶼生態系の保全に資する政策提言（成

果 5）を産出し、プロジェクト目標（サンゴ礁島嶼生態系に関する研究能力及び維持管理能力の

強化）が達成されるというデザインになっている。このことより各成果からプロジェクト目標に

いたる因果関係は十分にあると言える。他方、各成果グループの研究活動がプロジェクト目標か

ら乖離しないためには、自然科学分野と社会科学分野の統合プロセスを明確にして、研究者全員

の認識として共有される必要がある。 

 

(3)  プロジェクト目標の達成に至るまでの外部条件 

本プロジェクトではプロジェクト目標達成に 2 つの外部条件が設定されている。1 つは「気候

変動に対するパラオ政府の政策が大きく変更しない」、もう 1 つは「PICRC におけるサンゴ礁島

嶼の生態系に関するモニタリング用データベース構築に必要な予算が確保される」である。前者

は「４－１ 妥当性」にて既述のとおり大きな変更が生じる可能性は低いと考えられる。後者も

米国との自由連合協定（コンパクト）に基づく財政支援は 2024 年まで予定されており、これまで

支払い遅滞なども発生しておらず外部条件は満たされると見込まれる。 
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４－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は「やや高い」と判断される。プロジェクト活動の実施に必要な投入

は、質・量及び時期についておおむね適正であり成果の産出に貢献した。 

 

(1)  成果の達成状況 

PICRC 研究員の任命と作業員の雇用はプロジェクトの進展に大きく貢献している。また、本プ

ロジェクトによって提供された機材は、質・量ともにおおむね適切であり、プロジェクトチーム

の管理のもと、PICRC 及び PCC に保管、活用されている。 

さらに本邦研修は PICRC 研究者の能力強化に大きく貢献すると同時に、プロジェクトの円滑な

調査活動の実施にも貢献している。 

 PICRC と専門家によるプロジェクト月例会議が定着した後は、意思疎通の不足による誤解が減

少し、かつ双方ともに十分な時間をもって、予算手当、機材調達手続、スケジュール管理などが

実現できるようになり、プロジェクト運営の円滑化に結びついた。 

なお、成果の達成を計測する指標のうち、全く達成していないものが見受けられるが、これら

の大部分は、プロジェクト後半に活動の実施が予定されていることが主な要因である。さらに、

当該活動は自然科学分野と社会科学分野の統合がなされた上で実施されることになっている。 

 

(2)  他事業との連携、活用 

青年海外協力隊員との連携により、PICRC に併設されている水族館の説明モニターにタッチパ

ネルを設置することで操作性の向上を実現した。また、説明資料のコンテンツの表示方法をわか

りやすく改善するなどの工夫を施し、来館者に喜ばれている。 

 

４－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは「中程度」と判断される。パラオのメディアは PICRC を通じて、

本プロジェクトに対して大きな関心を有するようになっている。また、PCC を通じた環境教育の

普及に貢献していることは、正の波及効果として挙げられる。他方、上位目標の達成見込みは明

確ではない。 

 

(1)  上位目標の達成見込み 

中間レビュー調査時点においては上位目標の達成見込みは明確には確認されなかった。上位目

標の達成には、プロジェクト目標そして成果 5 の達成が不可欠であるが、中間レビュー調査時点

では達成されていない。プロジェクト目標及び成果 5 で設定されている指標を達成するためには、

プロジェクト後半の早い段階において自然科学グループと社会科学グループの統合プロセスが明

確化され、プロジェクトメンバーに共有されることが求められる。統合プロセスが確立し成

果 5 及びプロジェクト目標が達成すれば、上位目標達成の可能性も高まることが見込まれる。 

 

(2)  環境教育の普及 

プロジェクト開始時点より中間レビュー時点までに、10 名以上の PCC の学生が本プロジェク

トのアシスタントとして参加してきた。これらの学生はプロジェクトを通じて習得した知識・技
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術を、PCC が主催するエクステンションコース等を通じ高校生に教えており、パラオにおける環

境教育の普及に正のインパクトを与えている。 

 

(3)  人材開発 

本プロジェクトは PICRC の各州事務所スタッフ、PCC スタッフ、さらに PAN スタッフに対す

る、環境保全に関する能力強化に貢献している。加えて、若い研究者に対して国際共同研究とい

う貴重な機会の提供に貢献している。  

 

４－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は「やや高い」と判断される。政策・制度面、組織面及び技術面にお

ける持続性は高いと判断される。他方、財政面に関しては、今後の強化が求められる。 

 

(1)  政策・制度面 

政策・制度面の持続性は「高い」と判断される。「４－１ 妥当性」に述べたとおり、本プロ

ジェクトは長期開発計画である「パラオ開発計画 2020」に合致していることに加え、パラオは他

の 4 カ国のミクロネシア諸国とともに MC を宣言しており、MC の実施を積極的に支持すること

を目的とした PAN 基金を設立している。さらに、本プロジェクトを通じてなされる政策提言オプ

ションは、生物学的見地のみからのアプローチではなく、観光産業と経済学的見地からのアプロ

ーチも取り込んだ提言がなされる予定であることから、パラオ政府機関に加え NGO 等の関連団

体からも関心と期待が寄せられている。  

 

(2)  組織面 

PICRC はパラオにおけるサンゴ礁研究機関として環境保全への貢献を使命としていること、ま

た本プロジェクトに参加している研究者は PICRC 専属の研究者であることから、組織面における

持続性は「高い」と判断される。 

 

(3)  財務面 

財務面の持続性は、「中程度」と判断される。パラオ政府は 2010 年に PICRC に対する予算を対

前年比で 10％削減

3
したことがある。このとき、研究分野を含む PICRC スタッフの離職が発生し

たことがある。予算削減措置は 2013 年まで継続したのち、2014 年に削減前の水準（2009 年のレ

ベル）に回復した。 

他方、PICRC は年間予算に基づき研究スタッフ、機材、それに伴う予算を配賦することを運営

方針としている。加えて、上述の予算削減措置の経験から、政府予算以外の収入を増加させるべ

く PICRC では収入の多様化にも着手しており、併設水族館への来訪客による入場料収益の増加、

また外部研究者向けの有料宿舎の建設に着手している。現時点ではこれら収入の多様化政策は具

体的な成果を上げていないものの、財務面の強化に積極的に取り組んでいる。 

 

                                            
3
 パラオ政府からPICRCへの予算推移は次のとおり。2009年（425,000米ドル）、2010年（382,500米ドル）、2011年（387,000米

ドル）、2012年（356,708米ドル）、2013年（357,000米ドル）、2014年（400,000米ドル）（出典：PICRC総務部）。 
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(4) 技術面 

技術面の持続性は「やや高い」と判断される。C/P によれば、本プロジェクトを通じて、理論

面、実務面における十分な知識をフィールド調査とラボにおける実験を通じて体得したとインタ

ビューで回答をしている。他方、観光学や環境経済学といった社会科学系はパラオにとっては新

しい分野であることから、プロジェクト期間中に調査分析手法を確立するとともに、関連人材の

能力開発を図ることが求められる。 

 



 

21 

第第第第５５５５章章章章    結論結論結論結論 

 

プロジェクト目標の達成は、プロジェクト後半に実施が予定されている成果 5 の活動の進捗に

依るところが大きい。プロジェクト目標の達成を着実なものとするためには、自然科学分野と社

会科学分野の統合プロセスを早期に明確化する必要がある。各研究グループの研究成果を統合し、

社会実装を念頭においた政策提言を行うための明確なプロセスをプロジェクトチーム内で共有し、

これに基づく具体的な活動をプロジェクト後半で重点的に実施することが求められる。 

他方、プロジェクトに対する PICRC の強いオーナーシップ、更にプロジェクトチームとの良好

なコミュニケーションは、プロジェクトの円滑な実施に大きく貢献している。 

成果の達成度及び関係者に対するインタビュー結果から判断した結果、評価 5 項目に関して、

妥当性は高い、効率性と持続性はやや高い、有効性とインパクトは中程度とした。 

 

 

第第第第６６６６章章章章    提言提言提言提言 

 

上記の分析を踏まえ、本調査団は、円滑なプロジェクト運営、プロジェクト目標や上位目標の

達成、持続性の確保に向けて、以下のとおり提言する。 

 

(1) 自然科学グループと社会科学グループ間の統合プロセスの確立 

自然科学グループと社会科学グループとの統合に関する明確なプロセスを早急に確立する

べきである。 

 

(2) 自然科学グループ間における統合プロセスを確立する。 

提言(1)「自然科学グループと社会科学グループ間の統合」に加えて、自然科学グループ間に

おいても統合プロセスを確立すべきである。 

 

(3) 統合に向けたタスクフォース・チームを結成する。 

提言(1)及び提言(2)を実現するために、統合に向けたタスクフォース・チームを現行のチーム

とは別に編成すべきである。 

 

(4) 統合に向けたプロセスの可視化 

プロジェクト目標達成のために自然科学と社会科学の統合プロセスを議論し、最終化するた

めに、主任研究者はコンセプトとアイデアを可視化することが必要である。 

 

(5) PAN 国家戦略計画を含む政府計画へのプロジェクト研究成果の提案と組込み 

プロジェクト目標の 1 つとして、関係国家機関への政策提言作成及び提案がある。そのため、

プロジェクトは提言作成から提出までの具体的なスケジュールを立てる必要がある。その実現
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には、重要ステークホルダーとの綿密な調整が非常に重要となってくる。さらに、ステークホ

ルダーとプロジェクトの橋渡しの役目を担う人物の任命が重要である。 

 

(6) 陸域と海域の関連性にかかる研究についての説明 

当初計画には「陸域と海域の関連性」が明記されている。しかしながら、中間レビュー調査

時点までにおいては、当該テーマに関しては報告がなされていない。プロジェクトチームは当

該テーマに関する取扱いについて整理のうえ説明を行うべきである。    
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付 属 資付 属 資付 属 資付 属 資 料料料料 

 

1. ミニッツ及び合同評価報告書 

2. 調査日程 

3. プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）ver. 20150821 

4. 活動計画表（PO）第 4 版 

5. 調達機材リスト 

6. 面談者リスト 

7. 英文要約表 
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